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九〇〇万人（二〇〇八年）が暮らすマダガスカルは、一人当たりの国民総所得がわずか四一 ドルとアフリカ諸国のなかでも貧困国に位置する。 （参考文献⑦）原虫を持つ雌のハマダラ蚊を媒介として人間に感染する ラリアは国土の九割において発生するが、感染リスクは地域ごとに異なり、北部と東海岸一帯が一年を通じて感染の可能性がある期間 もっとも長く スクが高い。また、マダガスカルでは感染の八五％以上が重症化可能性がもっとも高い熱帯熱マラリアである（参考文献③） 。　
二〇〇〇年代初頭、ロールバッ



















基金がマダガスカルにおけるマラリア対策事業への資金拠出を約束し、翌年末に がアメリカ大統領マラリア・イニシアティブの対象国となったことで一変した。同イニシアティブは、ブッシュ大統領命により 二〇〇五年からサブサハラアフリカの一五カ国を対象に五年で一二億ドルの予算を計上して開始された。その目的は、マラリア予防および治療 ため事業を急速に拡大し、マラ ア関連の疾病による死亡率を七〇％減らすことである。政権交代によりオバマ大統領が新た グローバル・ヘルス・イニシアティブを発表すると、その一部に組み込まれた（参考文献③） 。
　
世界基金と大統領マラリア・イ
ニシアティブからの潤沢な資金援助により、マダガスカルにおけるマラリア治療および予防を巡る環境は大きく変わった。マラリアの治療面では、二〇〇七年からマダガスカル国内の公的な医療施設において、現在、主流のマラリア治療薬であるア テミシンベース混合治療法が無料で処方されるようになった。この背景には、マラリの簡易診断薬により 従来の顕微鏡診断よりも格段に容易に血液におけるマラリア原虫の有無を確認できる 法が利用可能となったことも関係している。顕微鏡診断を行うための施設が い地域も簡易診断薬を使って看護師や保健師がマラリアの診断を行うこと
ができるようになったのである。　
予防面でも、二〇〇六年には二
度の母子保健週間キャンペーンを通じて、妊産婦と五歳未満乳幼児を対象に合計一六〇万張りの殺虫剤浸漬蚊帳（長期残効型蚊帳を含む）が公的な医療施設 無料配付された。過去五年間に配付されたのと同じ枚数の蚊帳がわずか一年間で配布されたのである。母子保健週間キャンペーン 通じた蚊帳の無料配布は以後も続けられ 。　
さらに二〇〇八年、マダガスカ
ル政府保健省マラリア対策局は、「マダガスカル国家マラリア戦略二〇〇八―二〇一二：コントロールから排除へ」を発表し、 ダガスカルにおけるマラリア対策について五つの主要アプローチを明文化した。それらは、⑴感染 スクの低い地域（中央高地など）での室内残留型殺虫剤散布、⑵中央高地を除く全地域での長期残効型蚊帳の配付による各世帯二張りの保有の実現、⑶中央高 を除く全地域での妊婦に対するマラリア予防薬提供、⑷簡易診断薬とアルテミシンベース混合治療法による医療・保健施設での治療の徹底、⑸感染リスクの低い地域での疫学的監視とコントロール、である。つまり、マラリア感染予防については 感
マラリア簡易診断（マダガスカル。筆者撮影）




年に実施された長期残効型蚊帳の大規模な無料配付キャンペーンは、一九九八年以降のマラリア対策事業の集 成であった。マダガスカル政府保健省マラリア対策局によれば、キャンペーンにより合計七三七万張りが配布される見込みである。マダガスカルの平均的な世帯人員を四・七人（参考文献①）とすると全世帯数はおよそ四〇四万世帯となり、中央高地を除く全世帯に蚊帳が配布されるならば、一世 当たり二張りの「ユニバーサル・カバレッジ」 達成 ることになる。三．技術の進歩とコスト　
さて、大規模キャンペーンで無
料配付された長期残効型蚊帳は、生産工場において人体に悪影響を与えない殺虫剤処理が施された蚊帳で、かつ定期的に殺虫剤 浸すことがなくてもその効果が持続するタイプの蚊帳である。長期残効型蚊帳が市場に出る以前 殺虫剤










〇〇七年までは年間で八 人（五歳未満乳幼児は二五〇〇人）を超えていたのが、二〇〇九年には三〇〇〇人（同九〇〇人） 下回るまでに減少し、マラリアによる死者数も八一七 二〇〇三年）から一七 人（二〇〇九年）となっ
た。五歳未満乳幼児のマラリアによる死者は同期間に三三九人から八〇人に減少した（参考文献⑤） 。　
逆にマダガスカルにおける殺虫
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